
■個人情報利用目的説明書【申請時 申請者が署名をしたものを申請書に添付】 
 

個 人 情 報 保 護 方 針（平成２４年４月 1日 制定） 
 

 公益財団法人北海道農業公社（北海道農業担い手育成センター）(以下「当公社」という)は、就農相談者、資金借受者等の皆様の個人情報を正
しく取扱うことが事業活動の基本であり、かつ社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守します。 
 
１ 当公社は、個人情報(生存する個人に関する情報で、特定の個人を認識できるものをいい、以下同様とします。)を適正に取扱うために、個人
情報の保護に関する法律(以下「法」といいます。)、その他、個人情報に関する関係諸法令及び主務大臣のガイドライン等に定められた義務を
誠実に遵守します。  

２ 当公社は、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめご本人(個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下、同様とします。)
の同意を得た場合及び法令により例外として扱われるべき場合を除き、その利用目的の範囲内で、業務の遂行上必要な限りにおいて個人情報を
取扱います。  

３ 当公社は、個人情報を取得する際には、適正な手段で取得するものとし、利用目的を法令により例外として取扱われる場合を除き、あらかじ
め公表するか、取得後速やかにご本人に通知又は公表します。ただし、ご本人から書面で直接取得する場合には、あらかじめ明示します。  

４ 当公社は、取扱う個人データー(法第２条第４項に規定する個人情報データーベース等(法第２条第２項)を構成する個人情報をいい、以下、
同様とします。)を利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つよう努め、また、安全管理のために必要・適切な措置を講じ、従業者及び委託
先を適正に監督します。  

５ 当公社は、法令により例外として扱われる場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個人データを第三者に提供しません。  
６ 当公社は、保有個人データ(法第２条第５項に規定するデータをいいます。)につき、法令に基づきご本人からの開示、訂正等に応じます。  
７ 当公社は、取扱う個人情報につき、ご本人からの苦情に対し迅速かつ適切に取組み、そのための内部体制の整備に努めます。  
８ 当公社は、取扱う個人情報について、適正な内部監査を実施するなどして、本保護方針の継続的な改善に努めます。 
 

個人情報の保護に関する法律に基づく公表事項等に関するご案内 
 

 個人情報の保護に関する法律（以下「法」といいます。）に基づき、公表又は本人が容易に知り得る状態に置くべきものと定めている事項を、
以下に掲載させていただきますので、ご覧下さいますようお願い申し上げます。なお、用語等は当公社の「個人情報保護方針」と同一です。 
１ 当公社が取扱う個人情報の利用目的（法第１８条第１項関係） 

当公社は、法に基づき、就農相談者、資金借受者等の皆様の個人情報を下記事業並びに利用目的の達成に必要な範囲で利用します。  
（１）就農相談事業 

① 就農相談に対応するため 
② 新規就農等を支援するための事業のため 
③ 各種調査の実施及び取りまとめのため 
④ 就農促進活動及びグリーンパートナー対策の実施のため  

（２）資金貸付事業 
① 資金借受申請の受付け、貸付決定の判断、貸付実行の手続きのため 
② 本人確認のため 
③ 資金に係る契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため 
④ 資金の貸付後及び貸付取引終了後の事後管理のため 
⑤ 資金の償還免除事業に係る手続きのため 
⑥ 資金の貸付後の管理のための受託金融機関等に対するデータ等の提供のため 
⑦ 適切な業務の遂行に必要な範囲での主務省及び監督官庁への報告等のため 
⑧ 資金の償還案内等の送付等、資金の貸付に関する各種情報の提供のため  

２ 当公社が取扱う保有個人データに関する事項は次のとおりです。（法第２４条第１項関係）  
（１）当該個人情報取扱事業者（当公社）の名称：公益財団法人北海道農業公社（北海道農業担い手育成センター） 
（２）すべての保有個人データの利用目的：前記１に記載のとおりです。 
（３）開示等のご請求に応じる手続き（法第２５条から第３０条関係） 

① 開示等のご請求のお申出先 
当公社の保有個人データに関する開示等のご請求は、次の窓口までお申出ください。 
なお、受付時間は平日の午前９時から午後５時までとなります。 
【受付窓口】 総務部（担い手支援部就農支援課）  TEL 011-271-2255  

② 開示等のご請求に際して提出すべき書面の様式その他の開示等の求めの方式 
受付窓口に直接お越しいただき、当公社所定の請求書によりお申し込み下さい。 
なお、止むを得ない事情により受付窓口にお越しいただけない場合には、電話により受付窓口に請求書用紙をご請求いただき、所

定の事項をご記入のうえ、郵送して下さい。 
また、止むを得ない事情により、ご本人が請求できない場合につきましては、代理人ご来所によるご請求に限らせていただきます。  

③ ご提出いただくもの 
ア）当公社所定の個人情報開示請求依頼書(法第２５条に基づく開示請求の場合) 
イ）当公社所定の個人情報訂正・追加・削除依頼書(法第２６条第１項に基づく訂正・追加・ 削除の場合)  
ウ）ご本人確認のための書類（運転免許証やパスポート等） 
エ）代理人による開示請求等の場合 

上記ウ）に加え、代理権があることを確認するための書類。  
（４）保有個人データの取扱いに関する苦情等のお申出先窓口(法３１条関係) 

当センターの保有個人データの取扱い等に関するご質問、苦情等につきましては、次のところまでご連絡ください。 
【苦情等相談窓口】 担い手支援部就農支援課  TEL 011-271-2255 

 
 

利  用  目  的  説  明  書 
 
各           位 
 

札幌市中央区北 5条西 6丁目 
公益財団法人北海道農業公社 

（北海道農業担い手育成センター） 
 当公社は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５７号）に基づき、あなたの個人情報を、下記の利用目的の達成に必要
な範囲で利用いたします。 
 

記 
 
１ 就農研修や農業体験実習の受入れ先（地域担い手育成センター、受入指導農家等）への照会など、就農等の相談対応のため 
２ 就農研修や農業体験実習の円滑な推進を支援する事業の実施のため 
３ 新規就農の促進対策に必要な情報収集のため 
４ 農村青年の配偶者の確保対策（グリーンパートナー対策）に係る事業の実施のため 
 
上記利用目的の明示を受け、確認のうえ同意いたしました。 
 

令和   年   月   日 
 

署 名                       
 

 


